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＝　概　　要　＝

人　口(人)

　昭和２９年８月１日、町村合併促進法に基づき、川西町・多田村・東谷村の一町二村が
合併して川西市が誕生しました。高度成長期以降、多田地区及び東谷地区を中心にニュー
タウン開発が進み、平成１０年にはＪＲ東西線の開通及び阪神高速道路の出入り口が市内
に設けられたことにより、大阪市内や神戸方面へのアクセスの利便性が向上しました。
　また、平成２９年１２月に新名神高速道路が川西市―高槻市間を、平成３０年３月には
川西市―神戸市間が開通され、市内の高速道路の開通に向けて整備した道路を含め、更な
る利便性の向上や人口の推移が予想されております。
　市制施行当時の人口は、３３，７４１人でしたが、現在の人口は平成３１年３月３１日
時点で１５７，７７８人となっております。
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計 157,778 69,985

　兵庫県の東南部に位置し、東西に狭く、
南北に細長い地形になっています。北部は
山岳の起伏に富み、南部は平たんで市の中
心市街地になっています。

65,943 27,812

東　谷 32,845 13,894
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消防機関の配置図

面　積
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消　防　庁　舎

敷　地 建物延

 072-759-0119

 総務課
 072-757-9945

昭和52年6月1日  予防課
 072-757-9946

 消防課
 072-759-9980

平成26年4月1日
ＮＴＴ庁舎（川西別館）へ  072-757-1194

賃貸借による暫定移転

昭和48年4月17日

平成27年2月28日

  

昭和49年10月17日

平成29年3月改築

昭和51年4月14日
一
番
地

多
田
出
張
所

 072-794-0119

985.
89

鉄筋コンクリート造
５階・地下１階建

のうち、
１・２階の一部

川
西
市
清
和
台
西
五
丁
目

川
西
市
緑
台
六
丁
目

川
西
市
久
代
三
丁
目

鉄筋コンクリート造
２階建

久
代
出
張
所

鉄筋コンクリート造
２階建

524.
52

695.
39

301.
7

電　　話

十
二
番
十
一
号

所在地

二
番
地
二

二
十
一
番
十
二
号

十
六
番
十
九
号

494

708.
4

建物賃借面積

742.
38

1,671.
66

670.
72

二
番
一
号

鉄筋コンクリート造
２階建

ガレージ
賃借面積

 072-792-0119

 072-756-0119

 072-799-01191,000.
3

1,257.
7

所属 建築年月日 構　　　造

川
西
市
火
打
一
丁
目

消
　
防
　
本
　
部

面　積（㎡）

鉄筋コンクリート造
３階建

（一部４階）
1,564.

76

鉄骨造
２階建

清
和
台
出
張
所

南
　
消
　
防
　
署

北
　
消
　
防
　
署

川
西
市
丸
の
内
町

川
西
市
見
野
二
丁
目

-3-



南 消 防 署

                        　　　　　 　 （宝塚市・川西市・猪名川町
消防指令センター）

消防第ニ係

第　一

第　ニ

第　ニ

消防第一係

３ ０　 部

第　一

第　ニ

予 防 係

消 防 第 一 係

消 防 第 ニ 係

第　一

北 消 防 署
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多 田 出 張 所

清和台出張所

久 代 出 張 所

市
　
　
長

消 防 団 本 部
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宝塚市、川西
市及び猪名川
町消防通信指
令事務協議会

（派遣）

消 防 本 部
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総　　務



基準数値 現 有 不 足
充 足 率
（ ％ ）

５か所 ５か所 ０か所 １００

８（１）台 ８（１）台 ０台 １００

１台 １台 ０台 １００

１台 １台 ０台 １００

２台 ２台 ０台 １００

６（１）台 ５（１）台 １台 ８３．３

２台 ２台 ０台 １００

２２１人 １５０人 ７１人 ６７．８

条例定数:155人 ５人 ９６．７

基準数値 現 有 不 足
充 足 率
（ ％ ）

２台 ２台 ０台 １００

２８口 ２８口 ０口 １００

団　　員　　の　　数 ３８３人 ３５人 ９１．６

小 型 動 力 ポ ン プ

地域の実情による

条例定数:418人

消　防　吏　員　の　数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※（　）は別途、予備車を計上

２．非常備消防力

区 分

消 防 ポ ン プ 自 動 車

 H31.4.1現在

消
防
自
動
車
の
数

消防ポンプ自動車

は し ご 自 動 車

化 学 消 防 自 動 車

救 助 工 作 車

救 急 自 動 車

指 揮 車

消防力の整備指針による基準と現有消防力の比較

区 分

署 所 の 数

　
　市町村の区域における消防の責任を十分に果たすために必要な施設及び人員につい
て定められた「消防力の整備指針」の基準数値と本市現有消防力を比較すると、その
充足率は、車両等においては多くが充足されているものの、人員においては６７．
８％の充足率となっています。
　また、消防団においては、団員数９１．６％、消防ポンプ自動車１００％、小型動
力ポンプ１００％の充足率となっています。
　現状の本市における財政状況、災害概要及び救急需要等を考慮して整備を実施して
います。

１．常備消防力
 H31.4.1現在
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各年4.1現在

 人　口 定員 消　防 消　防 消　防 消　防 消　防 その他
司令長 司　令 司令補 士　長 副士長 職　員

27年 160,539 145 1 3 26 45 27 16 24 0 142

28年 159,883 155 1 3 25 46 24 12 37 0 148

29年 159,412 155 1 3 28 39 26 10 41 0 148

30年 158,515 155 1 3 29 38 25 14 37 2 149

31年 157,778 155 1 3 32 39 21 17 37 1 151

消防監 消防士 合　計

　                　      消　防　職　員

１．定員、実員と累計比較

実　　　　　　　　員

　消防職員数は、昨年より２名増の１５１名となっております。その内、女性消
防吏員が本年も２名増員し、合計９名の女性消防吏員が職務に取り組んでおりま
す。
　消防職員及び女性消防吏員が昨年よりも増員したことにより、組織の更なる活
性化を図ると共に、日々多様化する災害に加え、救急に対する市民ニーズの高ま
り等に対し、各種消防サービスの向上に全力をあげて努めています。その職員の
構成等は次のようになっています。
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実員の累計比較
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消防司令補

消防士長

消防副士長

消防士

その他職員

合計
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H31.4.1現在

消　防 消　防 消　防 消　防 消　防 その他
司令長 司　令 司令補 士　長 副士長 職　員

５年未満 2 9 31 1 43

５年以上１０年未満 10 11 8 6 35

１０年以上１５年未満 13 7 20

１５年以上２０年未満 6 11 17

２０年以上２５年未満 4 3 7

２５年以上３０年未満 13 1 1 15

３０年以上 1 3 9 1 14

41.0 33.0 26.0 14.0 8.8 4.5 2.4 3.0 12.4　　平均勤続年数

２．職員の勤続年数

勤続年数　　　　     階級別 消防監 消防士 計

1 3

6

4

13

9

10

13

11

3

1

1

2

11

7

1

9

8

31

6
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５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上１５年未満

１５年以上２０年未満

２０年以上２５年未満

２５年以上３０年未満

３０年以上

勤続年数別職員数

消防監

消防司令長

消防司令

消防司令補

消防士長

消防副士長

消防士
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H31.4.1現在
消　防 消　防 消　防 消　防 消　防 その他
司令長 司　令 司令補 士　長 副士長 職　員

1 3 32 39 21 17 37 1 151

10 10

11 27 38

2 13 5 20

20 7 1 28

2 8 10

11 7 18

7 1 8

3 12 1 1 17

1 1 2

59.0 53.0 47.6 36.5 30.7 25.7 21.9 57.0 33.9

４６歳　～　５０歳

５１歳　～　５５歳

５６歳　～　６０歳

平　 均 　年 　齢

１８歳　～　２０歳

２１歳　～　２５歳

２６歳　～　３０歳

３１歳　～　３５歳

４１歳　～　４５歳

３．職員の年齢

年齢　　　　　　 　            階級別 消防監 消防士

３６歳　～　４０歳

計

職　　員　　数

1

3

2

11

7

12

2

20
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7

1

1

13

7

1

11

5

1

10

27
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１８歳 ～ ２０歳

２１歳 ～ ２５歳

２６歳 ～ ３０歳

３１歳 ～ ３５歳

３６歳 ～ ４０歳

４１歳 ～ ４５歳

４６歳 ～ ５０歳

５１歳 ～ ５５歳

５６歳 ～ ６０歳

年齢別職員数

消防監

消防司令長

消防司令

消防司令補

消防士長

消防副士長

消防士
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H31.4.1現在
４．職員の配置状況

総
数

勤
務
区
分

消
防
監

消
防
司
令
長

消
防
司
令

消
防
司
令
補

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消
防
士

そ
の
他
の
職
員

消
防
長

次
長
・
署
長

課
長
・
副
署
長

　
主
幹
・
当
務
司
令

課
長
補
佐
・
係
長

副
主
幹
・
所
長

主
査

主
任

総　　数 151 1 3 11 21 22 17 21 17 37 1

 本　部 38 1 1 5 8 4 7 4 0 7 1

消防長 1 日 1

次長 1 日 1

総務課 7 日 1 2 1 2 1

予防課 8 日 1 1 1 1 3 1

消防課
7 日 1 4 2

7 隔 2 1 2 2

研修中 7 日 7

 南消防署 46 1 3 6 6 3 6 8 13

本署
2 日 1 1

32 隔 2 4 4 2 4 7 9

久代出張所 12 隔 2 2 1 2 1 4

 北消防署 67 1 3 6 13 7 11 9 17

本署
3 日 1 1 1

21 隔 2 2 4 2 2 4 5

清和台出張所 21 隔 2 4 3 7 1 4

多田出張所 22 隔

日：毎日勤務 隔：隔日勤務

2 4 2 2 4 8

区分

所属
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総　　数

本　　部

予　防　課

消　防　課

宝塚市、川西市及び猪名川町
消防通信指令事務協議会派遣

南消防署

北消防署

      日：毎日勤務　隔：隔日勤務

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

６０歳 1

６１歳 3

６２歳 1

６３歳 3

６４歳

H31.4.1現在
５．再任用職員配置状況

６．再任用職員年齢

総　数 勤務区分

8

0 日

4 隔

2 隔

本　　署
0 日

2 隔

      ※　階級は、すべて消防士長

※　再任用職員に関するデータにあっては、本ページのみのデータとなって
  おり、他ページには計上しておりません。

本　　署
0 日

0 隔

所属

区分

年齢

勤続年数
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（H30年度実績）

種　　　別 人数 教育日数 講　習　機　関

　初任科（第８３期） 5 ６ヶ月間 兵庫県消防学校

　専科教育　救急科 4 ３８日間 　　　〃

　専科教育　救助科 1 ２１日間 　　　〃

　専科教育　特殊災害科 2 １０日間 　　　〃

　専科教育　火災調査科 2 １０日間 　　　〃

　専科教育　危険物科 1 ５日間 　　　〃

　専科教育　潜水科 1 ５日間 　　　〃

　専科教育　警防科 2 １０日間 　　　〃（隔年）

　幹部教育　中級幹部科 2 １０日間 　　　〃

　特別教育　災害現場指揮科 0 ３日間 　　　〃

　救急救命士養成課程 2 ７ヶ月間 　　　〃

　 救急救命士ビデオ喉頭鏡追加講習 2 ２日間 　　　〃

　 救急救命士拡大二行為追加講習 4 ５日間 　　　〃

　指導救命士養成研修 1 １２日間 　　　〃

　山岳用救助器具取扱技術研修 1 ３日間 　　　〃

　惨事ストレス研修 1 ２日間 　　　〃

　通信担当者研修 1 ３日間 　　　〃

　新任主任研修 5 ４日間 川西市（総務部）　

　新任主査研修 2 ４日間 　　　〃

　新任課長補佐研修 3 ４日間 　　　〃

　新任副部長研修 1 １日間 　　　〃

　消防長研修会 1 １日間 全国消防長会近畿支部

　消防実務講習会 1 １日間 　　　〃

　消防職員体力錬成会 2 １日間 　　　〃

　法制執務研修会 2 １日間 全国消防長会

　救急隊員部会 8 １日間 近畿救急医学研究会

　救急隊員研修会 74 １日間 阪神地区消防長会

　消防実務講習会 16 １日間 　　　〃

　火災科学セミナー 2 １日間 日本火災学会

　安全運転管理者講習 1 １日間 兵庫県自家用自動車協会連合会

  緊急車両指導員養成特別研修 1 ２日間 はりま交通研修センター

　企業運転講習 5 １日間 阪神自動車学院

７．職員の教育
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８．表彰等の状況

26 27 28 29 30

職員：消防庁長官　　功労章 ― ― ― ― ―

　　　　     　〃　 永年勤続功労章 1 1 1 1 1

　　全国消防長会永年勤続章　２０年 ― ― ― ― ―

　　　　       〃　   　　　３０年 3 1 3 ― 2

    全国消防長会消防特別功労表彰 ― ― ― 1 ―

　　全国優良消防職員(全国消防協会）　　 1 ― 1 ― ―

　　兵庫県功労者 ― ― ― ― ―

　　知事功労章 3 3 2 2 2

　　　　  〃　      永年勤続功労章 4 3 1 2 2

　　　　　〃　      家族の賞 2 1 2 1 2

　　　　　〃　      二代消防の賞 ― ― ― ― ―

　　県医師会長表彰　　 ― ― ― 1 ―

　　市長永年勤続職員表彰 2 1 2 1 2

　　　   〃         消防功績章 2 2 2 2 2

　　消防長精勤章 2 1 2 1 7

　　消防長賞状(団体） 1 ― ― ― ―

　　消防長賞状(個人） ― 1 ― ― ―

　　優良防火対象物 2 1 1 2 1

　　優良防火管理者 2 2 2 2 1

　　優良危険物施設 1 1 1 1 1

　　優良危険物取扱者 1 1 1 1 1

　　防火安全協会長 優良防火対象物 2 1 1 2 1

　　　　　　　　　 優良防火管理者 2 2 3 2 1

　　　　　　　　　 優良危険物施設 1 1 1 1 1

　　　　　　　　　 優良危険物取扱者 1 1 1 1 1

　　　　　　　　　 優良消防職団員 4 4 4 4 4

職員以外　　　感謝状（消防長）

　　　　消火協力者 ― 12 ― ― ―

　　　　救助協力者 ― 3 ― ― ―

　　　　救命協力者 2 ― 3 ― 4

    消防長賞　　防火ポスター 2 2 2 2 2

区分
年度
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総数 消防監
消防

司令長
消防
司令

消防
司令補

消防
士長

消防
副士長

消防士 備考

大型自動車運転免許 72 3 25 24 15 2 3

中型自動車運転免許 39 7 15 6 5 6

準中型自動車運転免許 36 10 26

普通自動車運転免許 8 8

救急Ⅱ課程（標準課程・救急科含む） 124 3 31 36 18 14 22

救急救命士 43 1 10 16 3 5 8

応急手当指導員資格 141 1 3 31 38 21 17 30

ＪＰＴＥＣ（ＢＴＬＳ含む）インスト
ラクター 7 3 3 1

ＩＣＬＳインストラクター 7 4 2 1

陸上特殊無線技士 141 1 3 31 38 21 17 30

航空特殊無線技士 1 1

小型船舶操縦士 20 2 8 8 1 1

潜水士 55 3 21 20 7 2 2

ガス溶接技能講習 25 2 18 4 1

玉掛技能講習 33 3 17 10 3

小型移動式クレーン技能講習 32 3 17 10 2

足場組立等作業主任者 3 3

有機溶剤作業主任者 3 1 2

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 26 3 16 7

特定化学物質及び四アルキル鉛等作業
主任者技能講習 12 1 10 1

予防技術資格者（防火査察） 6 5 1

予防技術資格者（消防用設備等） 5 4 1

予防技術資格者（危険物） 3 3

危険物取扱者（甲） 0

危険物取扱者（乙） 49 14 17 6 6 6

危険物取扱者（丙） 27 2 19 5 1

消防設備士（甲） 3 3

消防設備士（乙） 15 1 8 2 3 1

衛生管理者資格 2 2

    H31 4.1.現在

免
許
の

重
複
除
く

類
別
の
重
複
除
く

９．消防職員の資格取得状況

従
事
経
験
及
び

検
定
合
格
者

種別

階級別
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

宝塚市・猪名川町・西宮
市・三田市・神戸市

近畿自動車名古屋神戸線(新名神高速
道路)のうち兵庫県の区域における消
防相互応援協定

火災・救急
救助・その他

１０．相互応援協定等の状況

伊丹市・宝塚市・猪名川町
伊丹市・宝塚市・川西市・猪名川町消
防相互応援協定

新名神高速道路(高槻市～川西市)消防
相互応援協定

締結年月日 協　定　市　町 協　　　定　　　名 協　定　内　容

  S44. 5. 1

  H28. 4. 1

火災・救急
救助

災害全般

兵庫県中国道沿線市10市
中国自動車道のうち兵庫県の区域にお
ける消防相互応援協定

高槻市・茨木市・箕面市・
池田市

  H29. 12.6

  H30. 3.18

宝塚市・猪名川町

  H26. 1.31

  H9. 11. 1 阪神７市１町
災害応急対策活動の相互応援に関する
協定

災害全般

  S54. 6. 7
大阪府中国道沿線市
（大阪４　兵庫３）

中国縦貫道路茨木・宝塚インタ－チェ
ンジ間における消防相互応援に関する
協定

池　田　市 消防相互応援協定 火災・救急

航空機災害

中国道における
火災・救急

宝塚市・川西市・猪名川町
消防相互応援協定

箕　面　市

火災・救急
救助・その他

H23.12.14

  H27. 4. 1 豊中市・能勢町
豊中市・川西市・能勢町
消防相互応援協定

火災・救急
救助・その他

大阪空港周辺15都市
（大阪10　兵庫５）

大阪国際空港周辺都市航空機災害応援
協定

  H29. 2. 6

  H27. 2.12

中国道における
火災・救急

  H31. 3.25 兵庫県下市町 兵庫県広域消防相互応援協定

箕面市・川西市消防相互応援協定
火災・救急
救助・その他

火災・救急
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１．年度別市一般会計予算と消防予算（歳出）

3.1

5.7

1,739,952 3.3

20,719

11,269

一般会計予算額
(千円)

25,647

住民一人当
たり

消防費(円)

10,88353,477,000

22,565

消防費予算額
(千円)

25,189

一世帯当たり
消防費(円)

3,622,52255,111,000

３０

1,697,246

２８

18,035

56,941,000

２．令和元年度消防費予算概要

区　分

(千円）

　川西市の一般会計は、前年度より０．３％増の５７，１４３，０００千円になっていま
す。
　限られた貴重な予算を、消防職団員の教育、施設の維持管理等、予算に見合った環境を
整え、時代に応じた行政サービスを進めていきます。
  各事業分野のうち、消防費は新庁舎建設に伴い、前年度より８３％増の３，２６９，０
３２千円の計上となっています。

消　防　予　算

6.6

一般会計に対する割
合(％)

54,569,000 24,425 10,647

地 方 債

46,710

その他
(特定財源）

消防費 1,758,900

3.1

735 1,491,362

国県支出金 一般財源消防費予算額

3,269,032

２７

1,786,304

元

２９

57,143,000 3,269,032

52,641

区分

年度

-15-



（千円）

０１ ０２ ０３ ０４ ０５
　常備消防費 　非常備消防費 　消防施設費 　水　防　費 　災害対策費

30,943 3,656 34,599

517,099 4,726 8,994 9,005 13,962 553,786

455,022 4,317 8,393 10,364 17,309 495,405

186,266 1,889 3,666 4,139 6,162 202,122

1 1

1,803 1,803

189 9,885 210 10,284

2,975 312 66 5 1,811 5,169

45 128 173

58,524 2,888 1,500 982 5,644 69,538

11,983 86 9 137 1,364 13,579

6,497 22,079 1,819 6,283 36,678

37,238 37 40 2,777 40,092

85,544 1,339,480 1,425,024

120 116 236

7,529 7,529

299,115 233 12,000 2,440 313,788

38,462 13,271 3,168 2,866 57,767

1 1

1,006 427 25 1,458

1,701,888 69,144 1,407,025 26,491 64,484 3,269,032

３．令和元度消防費節別内訳

合　　　計

　０１　報　酬

　０２　給　与

　０３　職員手当等

　０４　共済費

　０５　災害補償費

　０７　賃　金

　０８　報償費

　０９　旅　費

　１０　交際費

　１１　需用費

　１２　役務費

　１３　委託料

　１４　使用料及び賃借料

　１５　工事請負費

　１６　原材料費

　１７　公有財産購入費

　１８　備品購入費

　１９　負担金、補助及び交付金

　２２　補償、補填及び賠償金

　２７　公課費

合　　　　計

目 別
節 別

-
16
-


